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○社会福祉法人台東区社会福祉協議会短時間労働職員就業規則 

 

             第１章 総則                         

（目的）   

第１条  この規則は、社会福祉法人台東区社会福祉協議会（以下「社協」とい  

 う。）が雇用する短時間労働職員（以下「短時間職員」という。）の就業及び  

 勤務条件について定めることを目的とする。  

（法令の適用）  

第２条  この規則に定めのないものについては、労働基準法（昭和２２年法律  

 第４９号）その他の法令の定めによる。  

（短時間職員の定義）  

第３条  この規則において短時間職員とは、４週間を平均して１週についての  

 勤務時間が３１時間以内の者で、社協の業務に従事する者をいう。  

（法令規則の遵守義務）  

第４条  短時間職員は、法令に定められたもののほかこの規則を遵守し、その  

 義務を誠実に履行しなければならない。 

                           

第２章 雇用 

（雇用）  

第５条  社会福祉法人台東区社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）は、  

 次の要件を備える者を選考のうえ短時間職員として雇用する。  

（１）心身ともに健全で、社会福祉に関し理解と熱意があり、短時間職員とし 

  ての能力を有する者。  

（２）前号のほか、必要に応じた法に基づく資格を有する者。  

２ 選考の方法については、会長が別に定める。  

（雇用期間）  

第６条  短時間職員の雇用期間は、１年とする。ただし、年度途中で雇用され  

 た者については、当該年度の末日までを雇用期間とする。  

（雇用の更新）  

第７条  前条の規定にかかわらず会長が必要と認めた場合は、選考のうえ雇用  

 の更新を行うことができる。ただし、第９条第２号から第６号までのいずれ  

 かに該当する場合は、雇用の更新を行わない。  

２ 前項の規定による雇用の更新は、６０歳の日の属する年度の末日までとす 

る。ただし、短時間職員が６０歳を超えて雇用を希望し、会長が引き続き雇 

用の更新が必要と認めた場合の年齢の上限は、６５歳の日の属する年度の末 
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日とする。 

３ ６０歳を超えて当初の雇用がされた場合に、雇用の更新が必要と認めた場 

合の年齢の上限は、６５歳の日の属する年度の末日とする。なお、６５歳を 

超えて当初の雇用がされた場合には、雇用の更新は行わない。 

４ 第２項及び第３項の規定に基づき雇用された者の報酬月額は、第３５条に 

基づく別表３のとおりとする。 

（雇用期間の定めのない雇用） 

第７条の２ 前条第１項及び第６条の規定にかかわらず、労働契約法の一部を 

改正する法律（平成２４年法律第５６号、平成２５年４月１日施行）に基づ 

き、当初の雇用から雇用の更新について、４回以上かつ通算期間が５年を超 

えることとなる短時間職員は、会長に対して現に雇用されている期間が満了 

するまでの間に、雇用期間の定めのない雇用を申し入れることができる。 

２ 会長は、前項の申し入れがあったときは当該申し入れを承諾し、申し入れ 

た短時間職員の現在の雇用期間が満了する日の翌日から、雇用期間の定めの 

ない雇用とするものとする。 

３ 第１項に定める当初の雇用とは、年度始めの４月１日とし年度途中で雇用 

された者は、その雇用された日の属する年度の翌年度の初日を雇用の始期と 

する。 

４ 短時間職員が雇用更新中の期間において、６ヶ月を超える空白期間が生じ 

た場合は、空白期間開始前の通算雇用期間は、リセット（ゼロから再通算） 

されるものとする。 

５ 本条に基づき、雇用期間の定めのない短時間職員への第９条第１項第２号 

から第６号までの規定は、雇用期間の定めのある短時間職員への適用と同様 

とする。また、その他の規定も、原則としてすべて適用するものとする。 

６ 本条の対象となる短時間職員は、施行日以降雇用された者から適用するも 

のとする。なお、施行日現在雇用されている職員への適用も施行日以降適用 

算入するものとし、施行日以前の雇用更新回数及び雇用通算期間は、これを 

算入しない。 

（自己都合退職）  

第８条  短時間職員が自己の都合で退職する場合は、遅くとも退職日の１ヶ月  

 前までに文書で申し出なければならない。 

（解雇理由）  

第９条  会長は、短時間職員が次の各号の一に該当する場合には、３０日前ま 

でに予告するか又は３０日分の報酬を支払い解雇することができる。   

（１） 雇用が更新されず、雇用期間が満了したとき。  

（２） 法令等の改正、事業の廃止若しくは変更又は予算の減少により廃職若し
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くは過員になったとき。  

（３） 心身の故障等により、業務の遂行に支障がある認められるとき。  

（４） 勤務成績不良又は第４章の服務規律に違反したとき。  

（５） 短時間職員として相応しくない非行があったとき。  

（６） 前各号に規定する場合のほか、業務の遂行に必要な適格性を欠くと認め

られるとき。  

 

第３章 勤務 

（勤務場所）  

第１０条 短時間職員の勤務場所は、別表１のとおりとする。  

（勤務態様）  

第１１条 短時間職員の勤務日数は月１６日とし、勤務日は会長があらかじめ   

 指定する。  

２ 短時間職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までとする。  

３ 短時間職員の休憩時間は、正午から午後１時までとする。 

４ １２月２９日から１月３日までの年末年始は、勤務したものとみなすもの 

とする。 

（勤務日の変更） 

第１２条 会長は、業務上必要と認める場合は、前条に定める勤務日、勤務時 

間及び休憩時間を変更することができる。  

（休日） 

第１３条 短時間職員の休日は、４週を通じ８日を下回らない日数で、会長が 

指定する。  

（休日の勤務）  

第１４条 会長は、業務上必要と認める場合は、前条に定める休日に勤務を命 

じることができる。  

２ 前項により勤務を命じる場合は、原則として休日を他の日に振り替えるも 

のとする。  

（勤務の特例）  

第１５条 会長は、業務上特に必要と認める場合は、短時間職員に対し第１１ 

条第２項に定める勤務時間を超えて、勤務を命じることができる。  

（年次有給休暇）  

第１６条 短時間職員の年次有給休暇は、当該雇用月に応じて次のとおりとす 

 る。   

２ 年次有給休暇は、１日を単位として与える。ただし、業務に支障がないと 

 認めるときは、１時間を単位として与えることができる。この場合の１時間 
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 を１日に換算する場合は、７時間４５分をもって１日とする。 

３ 年次有給休暇の日数のうち、その年度に使用しなかった日数がある場合は、 

 翌年度に限り１２日を限度として繰越すことができる。この場合、前年度に 

勤務した総日数が、勤務を要する日の８割に満たない職員はこの限りでない。 

４ 年次有給休暇は、職員の請求するときに与えることができる。ただし、業 

務に支障があるときは、他の時期に与えることができる。 

雇用月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

有 給 

休 暇 
１２日 １１日 １０日 ９ 日 ８ 日 ７ 日 

雇用月 １０月 １１月 １２月 １ 月 ２ 月 ３ 月 

有 給 

休 暇 
６ 日 ５ 日 ４ 日 ３ 日 ２ 日 １ 日 

（介護休暇）  

第１７条 会長は、短時間職員がその配偶者、父母、子、配偶者の父母その他 

 次の各号に定める者（第１号及び第２号に掲げるものを除き、短時間職員と 

 同居している者。）で、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むことに支障 

 がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合 

 における休暇として、介護休暇を承認するものとする。この場合の報酬は、 

無給とする。  

 （１）祖父母  

 （２）兄弟姉妹  

 （３）孫  

 （４）父母の配偶者  

 （５）配偶者の父母の配偶者  

 （６）子の配偶者  

 （７）配偶者の子  

２ 介護休暇は、前項に規定する者の各々が、２週間以上にわたり介護を必要 

 とする一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内において、必要と認 

 められる期間を承認する。  

３ 前項の規定により承認された介護休暇にかかる介護を必要とする状態が継 

 続している場合には、当該介護休暇の期間（以下「当該期間」という。」の初 

 日から６月以降の１年６月間に限り、連続する６月の期間内（連続する６月 

 の期間の末日が、当初期間の初日から起算して２年を経過する場合にあって 

 は、２年を経過する日までを限度とする。）において、必要と認められる期間 

 の介護休暇を再度承認することができる。ただし、同一の被介護者について、  

 既にこの項の規定により介護休暇を承認した場合は承認しない。 
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４ 介護休暇は、その承認された期間内に日または時間を単位として、連続し  

 若しくは断続して利用することができる。  

５ 時間を単位とする介護休暇は、正規の勤務時間の始め又は終りにおいて、 

１日を通じ４時間を限度として利用することができる。ただし、当該日の他  

 の休暇及び当該介護休暇により、その日のすべての正規の勤務時間について  

 勤務しないこととなる場合には、当該日の当該介護休暇は承認しない。  

６ 前二項の規定による介護休暇の利用方法は、必要であると認められる場合  

 には変更することができる。  

７ 会長は、介護休暇を承認し又は利用の状況を確認するため、介護を必要と  

 することを証する証明書等の提出を求めることができる。  

８ 会長は、業務に重大な障害が生じた場合には、既に承認した介護休暇（当  

 該障害が生じた日以降の期間に係るものに限る。）を、取消すことができる。  

９ 介護休暇の申請は、これを利用する日の前日までに所定の様式により行う  

 ものとする。 

１０ 短時間職員は、申請事由に変更が生じた場合には、所定の様式により会  

 長に届出なければならない。  

（短期介護休暇） 

第１７条の２ 会長は、前条に規定する介護を必要とする者の世話をするため、 

 勤務をしないことが相当と認められる場合、短期の介護休暇を承認する。 

 この場合、他に介護できる者がいても、短時間職員が現に要介護者を介護し 

 ている場合には、介護休暇を承認する。なお、本条に規定する短期介護休暇 

の場合は、無給とする。 

２ 短期介護休暇は、一の年度において、日を単位として５日以内（被介護者 

 が２名以上の場合は、１０日以内）で承認する。 

３ 第１項に規定する子が、２人以上の場合は１０日を限度とする。この場合 

の１０日は、同一の子の看護のために承認することができる。 

４ 短期介護休暇を請求する場合は、あらかじめ所定の様式を提出しなければ 

 ならない。ただし、緊急かつやむを得ない事由で提出できなかった場合は、 

 事後に提出しなければならない。 

５ 会長は、短期介護休暇を承認するときは、介護その他の世話を必要とする 

 ことを確認できる証明書等の提出を求めることができる。 

６ 要介護者が、特別養護老人ホーム等に入所しており、短時間職員が介護す 

 る必要がない場合には、この休暇を承認しない。 

（病気休暇） 

第１８条 会長は、短時間職員が疾病又は負傷のため療養する必要があり、勤 
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 務しないことがやむを得ないと認められる場合は、病気休暇を承認する。 

２ 病気休暇は日を単位とし、一の年度で１０日以内とする。 

３ 病気休暇を請求するときは、医師の証明書を示さなければならない。 

（労働傷病休暇） 

第１９条 会長は、短時間職員が労働上の災害又は通勤による災害のため療養 

 する必要があり、勤務しないことが相当と認められる場合、労働傷病休暇を 

 承認する。 

２ 労働傷病休暇は、原則として日を単位とし、その期間は必要最小限とする。 

（公民権行使等休暇）  

第２０条 短時間職員が、選挙権又は公民として権利を行使する場合若しくは、  

 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（平成１６年法律第６３号）に基づ 

く裁判に参加する場合は、その必要とする時間を与えることができる。  

２ 前項前段の場合、業務の都合上利用させる時刻を変更することができる。  

（妊娠出産休暇）  

第２１条 妊娠した女子の短時間職員から請求があった場合、その妊娠、出産  

 を通じて１４週間（多胎妊娠にあっては、２２週間）の休暇を与えるものと

する。この場合の報酬は、無給とする。  

２ 前項の休暇期間のうち、出産予定日以前少なくても引き続く６週間（多胎  

 妊娠にあっては１２週間）、出産後少なくても８週間の休養期間を与えるもの 

とする。  

３ 短時間職員は、第１項に規定する休暇を請求する時は、医師又は助産師の  

 証明書若しくは母子健康手帳を提示しなければならない。  

（妊娠初期休暇）  

第２２条 妊娠初期の女子短時間職員が、妊娠に起因する障害により勤務する  

 ことが困難な場合、一妊娠につき１回限り１日単位で、引き続く５日間の休  

 暇を与えるものとする。この場合の報酬は、無給とする。  

２ 短時間職員は、前項に規定する休暇を請求するときは、医師の証明書等を

提示しなければならない。  

（母子保健健診休暇）  

第２３条 母子保健健診休暇は、妊娠中又は出産後１年を経過しない女子短時 

 間職員が、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）の規定に基づく医師、  

 助産師又は保健師（以下「医師等」という。）の健康審査又は保健指導を受け  

 るための休暇であって、その期間は必要と認められる時間とする。この場合  

 の報酬は、無給とする。  

２ 母子保健健診休暇は、母子保健法の規定に基づく母子健康手帳の交付を受 

けてから妊娠２３週までは４週間に１回、妊娠２４週から３５週までは２週 
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間に１回、妊娠３６週から出産までは１週間に１回（但し、医師等の特別の 

指示があった場合には、いずれの期間についてもその指示された回数。）及び 

出産後１年までは、医師等の指示された回数の範囲内で承認する。  

３ 短時間職員が、母子保健健診休暇を請求するときは、医師の証明書等を提 

出しなければならない。  

（妊婦通勤時間）  

第２４条 妊婦通勤時間は、妊娠中の女子短時間職員が通勤に利用する交通機  

 関の混雑が著しく、短時間職員の健康維持及びその胎児の健全な発達を阻害  

 する恐れのあるときに、交通混雑を避けるための休暇とする。この場合の報 

酬は、無給とする。 

２ 妊婦通勤時間は、正規の勤務時間の始め又は終わりに、それぞれ３０分又  

 はいずれか一方に６０分の範囲内で承認する。  

３ 短時間職員が、妊婦通勤時間休暇を請求するときは、医師の証明書等を提 

示しなければならない。  

（育児時間）  

第２５条 育児時間は、短時間職員が生後１年に達しない生児を育てるための  

 休暇とし、正規の勤務時間内において、一生児（１回の出産で生まれた複数  

 の生児は、一生児とみなす。）について、１日２回それぞれ３０分間承認する。  

 ただし、会長が職務に支障がないと認めるときは、１日１回６０分承認する。 

 この場合の報酬は、無給とする。  

２ 男性短時間職員の育児時間は、次の各号のいずれかに該当する場合は承認 

しない。 

（１）育児時間により育てようとする生児について、配偶者（事実上婚姻関 

係と同様の事情にある者を含む。）が、労働基準法その他の法律により出 

産後の休養を命じられている場合。 

 （２）配偶者が育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉 

   に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育児介護休業法」という。） 

   その他の法律により育児休業している場合。 

 （３）育児時間により育てようとする生児について、配偶者が常態として育 

てることができる場合。 

（生理休暇）  

第２６条 会長は、生理休暇の請求があった場合は、請求日数を与えるものと  

 する。この場合の報酬は、無給とする。  

（慶弔休暇）  

第２７条 短時間職員は、申出により日を単位として次の各号の一に該当する  

 場合は、慶弔休暇を取得することができる。  
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 （１）短時間職員が結婚する場合は、引き続く７日  

 （２）短時間職員の親族が死亡した場合は、別表２による引き続く日数  

 （３）父母の追悼のための特別な行事を行う場合は、１日 

２ 前項第２号及び第３号の場合において、遠隔の地に旅行する必要があると  

 きは、実際に要する往復日数を加算することができる。 

３ 会長は、慶弔休暇を承認するときは、結婚等の事実を確認できる証明書等  

 の提出を求めることができる。  

（夏季休暇）  

第２８条 夏季休暇は、７月１日から９月３０日までの夏季の期間において、  

 短時間職員が心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため、勤務し  

 ないことが相当と認められる場合の休暇とする。  

２ 夏季休暇は、原則として日を単位として３日以内で承認する。 

（子の看護のための休暇）  

第２９条 会長は、小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。） 

を養育する職員が、その子の看護（負傷し又は疾病にかかったその子の世話 

を行うことをいう。）及び予防接種又は定期健康診断のため、勤務しないこと 

が相当と認められる場合、子の看護休暇を承認する。この場合、短時間職員 

以外の子の看護可能な家族等がいる場合であっても、短時間職員が実際にそ 

の看護に従事する場合には、勤務しないことが相当であると認めるものとす 

る。なお、本条に規定する休暇の報酬は、無給とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、引き続き雇用された期間が６ヶ月未満の短時間 

 職員は、この休暇を取得することができない。 

３ 子の看護のための休暇は、一の年度において原則として 1 日又は半日を単 

位として５日以内で承認する。 

４ 第１項に規定する子が２人以上の場合は、１０日を限度とする。この場合 

の１０日は、同一の子の看護のために承認することができる。 

（職務に専念する義務の免除） 

第３０条 短時間職員は、次の各号の一に該当する場合は、あらかじめ事務局 

長の承認を得て、その職務に専念する義務を免除することができる。 

（１）第３２条の規定に基づく研修を受ける場合。 

（２）骨髄バンク事業にかかる骨髄の提供又は末梢血幹細胞の提供で、医療 

機関等に行く場合（登録及び提供のために必要な検査を含む。）。 

 （３）その他事務局長が、職員福利厚生事業への参加等、特に職務に専念す 

る義務を免除することが必要と認めた場合。 

（育児休業）  

第３１条 短時間職員の育児休業については別に定める。  
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（研修）  

第３２条 会長は、短時間職員に対し、業務の遂行上必要な知識及び技術を習 

得させるため、研修を命じることができる。  

２ 前項により受講した短時間職員は、受講終了後すみやかに研修報告書を会 

長に提出しなければならない。  

 

第４章 服務・弁償 

（服務）  

第３３条 短時間職員は、次の各号に定める事項を遵守しなければならない。  

（１） 雇用期間中及び雇用期間終了後、業務上直接あるいは間接に知り得た個 

人又は団体に関する情報を他に漏らさないこと。  

（２） 業務時間中は、上司の指示に従い、業務に専念すること。  

（３） 業務時間中は、職員証を所持するとともに名札を着用すること。 

（４） 許可なく業務以外の目的で、社協の施設設備、車輛その他の物品を使用  

又は持ち出さないこと。  

（５） 許可なく業務以外の目的で、社協の施設を利用して報道、宣伝、募金、  

署名活動その他これに類する活動を行わないこと。  

（６） 許可なく業務以外の目的で、社協の施設内において政治活動及び宗教活

動を行わないこと。  

（７） 許可なく業務以外の目的で、社協施設の内外、その他多人数の眼にとま 

る場所において、貼り紙をし又は施設内で印刷物を配布しないこと。    

（８） 休業日に、許可なく社協の施設内に立ち入らないこと。  

（９） 社協の名誉や信用を損ない又は利益を害する行為をしないこと。  

（弁償責任）  

第３４条 会長は、短時間職員が故意又は重大な過失により、社協に損害を与

えた場合は、その損害の全部又は一部を弁償させることができる。  

 

第５章 報酬、諸手当及び費用弁償 

（報酬） 

第３５条 報酬は月額とし、別表３に定める額を当該月額とする。  

２ 第１６条、第２０条、第２７条、第２８条及び第３０条により勤務しなか

った場合は、その日を勤務したものとみなす。  

３ 報酬の支給日は、当該月の１５日とする。ただし、次の各号に該当すると  

 きは、当該各号に定める日とする。  

（１）１５日が金融機関の休業日にあたるときは、その前日とする。  
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（２）前号に定める日が金融機関の休業日に当たるときは、その前日とする。 

（３）前号に定める日がさらに金融機関の休業日にあたるときは、１５日に最  

  も近い金融機関の営業日とする。  

４ 報酬は、短時間職員が希望する場合、口座振込の方法により支給すること

ができる。  

（報酬の減額）  

第３６条 短時間職員が勤務しないときは、その勤務しなかった時間又は日に 

ついて、報酬を減額して支給する。ただし、第１６条、第２０条、第２７条、 

第２８条及び第３０条により勤務しなかった場合は、その日を勤務したもの

とみなすものとする。  

２ 前項の規定に基づき報酬を時間単位で減額する場合は、｛（月額×12 月）÷ 

（7.75時間 ×16 日×12月）｝（１円未満四捨五入）×欠勤時間数を算出基礎 

とし、翌月の報酬支給額から減額する。また、日単位で減額する場合は、 

月額－（月額×勤務日数÷当該月の要勤務日数）（１円未満切捨て）とし、 

翌月の報酬額から減額する。 

（通勤手当）  

第３７条 通勤手当は、別表４に定める額を限度として支給し、その方法は常

勤職員の例によるものとする。  

２ 通勤手当の支給日は、報酬の支給日に準じるのもとする。  

（費用弁償）  

第３８条 短時間職員が、業務のため出張したときは、その費用を弁償する。  

２ 短時間職員が、第３２条に基づく研修を受講したときは、その費用を弁償

する。  

 

第６章 賞与・退職金 

（賞与）  

第３９条 短時間職員には賞与は支給しない。  

（退職金）  

第４０条 短時間職員には退職手当は支給しない。 

  

第７章 安全衛生及び福利厚生 

（安全衛生教育） 

第４１条 短時間職員は、従事する業務に関する安全及び衛生のための必要な  

 事について、社協が実施する教育を受けなければならない。  
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（安全衛生留意義務）  

第４２条 短時間職員は、社協の定めた規定に従い、危害の予防及び安全衛生  

 の向上に努めるとともに、社協の行う安全衛生に関する措置に協力しなけれ  

 ばならない。  

（定期健康診断）  

第４３条 会長は、短時間職員に対し毎年１回以上定期健康診断を実施する。  

（被服貸与）  

第４４条 会長は、短時間職員の業務遂行の利便を図るため、必要に応じ被服  

 を貸与することができる。  

２ 被服貸与者、貸与品、貸与期間については、別に定める。  

 

第８章 災害補償及び社会保険 

（災害補償）  

第４５条 短時間職員の業務上の災害又は通勤による災害に対する補償は、労 

 働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に定めるところによる。  

（社会保険）  

第４６条 短時間職員は、協会健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入す 

るものとする。  

２ 会長は、介護休暇、妊娠出産休暇及び育児休業により報酬が支払われない  

 月における社会保険の被保険者負担分を、当該月の１５日までに短時間職員  

 に請求するものとし、短時間職員は会長が指定した日までに支払うものとす

る。  

第９章 委任 

（委任）  

第４７条 この規則の施行について必要なことは、別に定める。  

 

 附則 この規則は、平成１６年 ４月１日から施行する。  

 附則 この規則は、平成１８年 ４月１日から施行する。  

 附則 この規則は、平成１９年 ４月１日から施行する。  

 附則 この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。但し、第３章につ 

いては、平成１９年９月１日現在の該当短時間職員から適用する。  

 附則 この規則は、平成２０年 ４月１日から施行する。  

 

 附則 １ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。但し、第１６条 

第３項の規定は、平成２３年３月３１日現在の当該短時間職員から 
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適用する。 

    ２ 第３７条に規定する別表４の通勤手当の限度額は、平成２３年 

     １月 １日現在の当該短時間職員から適用する。 

 附則 この規則は、平成２４年 ９月 １日から施行する。 

 附則 この規則は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

附則 この規則は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 
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別表１（第１０条） 

名 称 社会福祉法人台東区社会福祉協議会 

所在地 東京都台東区下谷一丁目２番１１号 

別表２（第２７条） 

区 分 親 族 の 範 囲 日 数 

配偶者 
 届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様な 

事情にあるものを含む。 
１０日 

血 族 

 一親等の直系尊属（父母） 

  〃  直系卑属（子） 
１０日 

 二親等の直系尊属（祖父母）  ７日 

 二親等の直系尊属（孫） 

  〃  傍系者 （兄弟姉妹） 
 ５日 

三親等の直系尊属（曽祖父母） 

 〃  傍系尊属（伯叔父母） 
 ５日 

三親等の傍系卑属（甥姪）  ３日 

四親等の傍系者 （従兄弟姉妹）  １日 

姻 族 

一親等の直系尊属（父母） 

 〃  直系卑属（子） 
５日 

二親等の直系尊属（祖父母）  ３日 

二親等の直系尊属（孫） 

 〃  傍系者 （兄弟姉妹） 
 ２日 

三親等の直系尊属（曽祖父母） 

 〃  傍系尊属（伯叔父母） 

 〃  傍系卑属（甥姪） 

 

 １日 

 

 

別表３（第３５条） 

区    分 雇用日数 雇用時間数  報 酬 月 額 

事務職    

 

月１６日 

 

一週につき  

 

3２時間以内 

 

報酬第Ⅰ 170,700円 

報酬第Ⅱ 185,100円 

報酬第Ⅲ 201,300円 

 

 事務局庶務事務事業 

地域福祉事務事業 

在宅福祉事務事業 

権利擁護事務事業 

  附則 別表３の報酬月額の適用については、次のとおりとする。  

    １ 報酬第Ⅰは、平成１８年４月１日以降新たに雇用される者に適用  
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     する。  

    ２ 報酬Ⅱは、平成１８年３月３１日までに雇用された者に適用す 

     る。   

    ３ 報酬Ⅲは、報酬Ⅱの適用期間（勤務年数）が６年以上経過し、  

     かつ、勤務成績が優秀な場合に適用するものとする。なお平成１８  

     年４月１日以降雇用された者（報酬第Ⅰを適用）が報酬第Ⅱの適用  

     を受けるには、勤務年数が２年以上経過し、かつ、勤務成績が良好  

     な場合とする。  

    ４ 勤務年数の計算においては、平成１８年３月３１日までに雇用さ  

     れた者については、一定の加算措置を設けるものとする。  

    ５ 実施時期は、平成１８年４月１日とする。 

 

  附則 別表３の報酬月額の適用については、次のとおりとする。  

別表３ 

区     分 雇用日数 雇用時間数 報 酬 月 額 

事務職    

 事務局庶務事務事業  

地域福祉事務事業  

在宅福祉事務事業  

権利擁護事務事業 

 

月 16日 

一週につき 

 

31時間以内 

報酬第Ⅰ 169,600円 

報酬第Ⅱ 183,200円 

報酬第Ⅲ  199,100円 

 

    １ 平成１８年４月１日以降に採用された者（報酬第Ⅰを適用）が、  

     報酬第Ⅱの適用を受けるには、勤務年数が２年以上経過し、かつ、  

     勤務成績が良好な場合とする。  

２ 報酬第Ⅲは、報酬第Ⅱの適用期間（勤務年数）が 6年以上経過し、  

 かつ、勤務成績が優秀な場合に適用するものとする。  

３ 勤務年数の計算においては、平成 18年 3 月 31日までに雇用さ  

 れた者については、一定の加算措置を設けるものとする。  

４ 報酬月額の実施時期は、平成 20年 4月 1 日とする。 

 

別表４（第３７条）  

通勤手当月額限度額  ２７，５００円 

 

附則 １ 第７条第２項及び第３項に基づく短時間職員の報酬月額は、以下の 

とおりとする。 

   （１）第７条第２項の６０歳を超えて、引き続き雇用の更新がされた場 

合の報酬月額は、原則として６５歳まで報酬第Ⅰとする。ただし、 
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６０歳時の報酬が別表３の報酬月額第Ⅲの者は報酬第Ⅱ、報酬第Ⅱ 

の者は、報酬第Ⅰとする。 

   （２）当初の雇用から更新により勤務年数が２年経過した時が６０歳の 

     場合は、「平成１８年４月１日実施の報酬月額の適用」にかかわらず、 

     ６５歳まで報酬第Ⅰとする。また、６０歳を超え又は６５歳を超え 

て当初の雇用があった場合も、勤務年数にかかわらず引き続き報酬 

第Ⅰとする。 

   ２ 第７条第２項から第４項の規定は、平成２６年 ３月３１日現在の 

当該職員から適用する。 

   ３ 平成２０年４月１日を実施時期とする報酬月額の報酬第Ⅱ及び報酬 

第Ⅲへの適用について、以下の項目を追加する。 

   （１）適用にあたって必要となる勤務年数経過期間中に、育児休業取得 

の期間がある場合は、これを勤務年数に算入しない。 

   （２）前号の算入しない期間は、その期間終了後当該期間相当の期間の 

勤務により、適用に必要な期間を満たした場合は、満たした日の属 

する年度の翌年度の初日から適用できる対象とするものとする。 

４ この附則は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

 


